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東京都駐車場条例に基づく地域ルールの策定指針 

 

 

第１ 目的 

東京都駐車場条例（昭和 33年東京都条例第 77号。以下「条例」という。）による駐車施設の附

置義務制度は、原則として、建築物単位に一律の基準によって駐車施設の設置を義務づけるもの

である。しかし、地域によっては、基準どおりに駐車施設を設けることが不合理な場合がある。 

このため、「駐車場整備地区のうち駐車場整備計画が定められている区域及び鉄道駅等からおお

むね半径 500m以内の区域において、知事が地区特性に応じた基準に基づき、必要な駐車施設の附

置の確保が図られていると認める場合」に、駐車施設の台数の軽減、駐車施設の集約設置等、地

区特性に対応した駐車施設の整備基準（以下「地域ルール」という。）による駐車施設の設置を可

能としている。 

本指針は、条例第 17条第１項第１号及び第２号、第 17条の２第１項第１号及び第２号、第 17

条の３第１号及び第２号並びに第 17条の４第１項第１号及び第２号に基づく、地域ルールによる

駐車施設の附置制度の円滑な運用を図ることを目的に作成するものである。 

 

第２ 対象地区 

 地域ルールを策定する対象地区は、次のとおりとする。 

１ 駐車場整備計画の区域内 

都市計画法（昭和 43 年６月 15 日法律第 100 号）第８条に基づく駐車場整備地区のうち駐車場

整備計画※が定められている区域にあって、次のいずれかに該当する地区 

（１）公共交通機関が集中する業務地区で、駐車施設の供給が過剰であることが明らかな地区 

（２）高密度の商業地区で、街並みの形成上、建築物単位よりも街区単位で駐車施設を集約配置

することが望ましい地区 

※ 駐車場整備計画には、地域ルールの適用地区（以下「適用地区」という。）、適用地区における駐車
場の整備に関する基本方針、適用地区における駐車場の整備の目標年次及び目標量並びに目標量を
達成するために必要な駐車場の整備に関する施策を定めていること 

 

２ 鉄道駅等からおおむね半径 500m以内の区域 

都市計画マスタープランや地区計画等において、人中心のまちづくりや大規模開発等による良

好な市街地整備を誘導するなどの位置づけがある地区※ 

※ 地域ルールの検討地区において駐車場整備計画が定められていない場合、「総合的な駐車対策のあ
り方（令和４年３月東京都都市整備局策定）」に定める「（仮称）駐車・まちづくりのマネジメント
ガイドライン」についても策定に向けた検討を行うこと 

 



第３ 地域ルールの策定手順 

地域ルールの策定手順は次のとおりとする。 

１ 地域ルールの策定主体 

 地域ルールの策定主体は特別区又は市とする。 

 

２ 地域ルール策定協議会の設置 

地域ルール策定主体は、地域ルール策定協議会（以下「協議会」という。）を設置することとす

る。 

地域ルールの実効性を確保するためには、交通及び駐車施策に係わる主体並びに地区の住民の

協力が必要である。このため、協議会の構成員は次のとおりとする。 

（１）地域ルール策定主体：特別区又は市 

（２）学識経験者 

（３）地域：町会、商店会等 

（４）交通管理者：警視庁、所轄警察署 

（５）東京都：都市整備局 

（６）その他：上記に加え、地区特性に応じた駐車場の附置基準の策定検討に必要な者 

 

３ 適用地区の調査及び分析 

協議会は、適用地区の交通特性等の調査及び分析並びに違法路上駐車対策等の検討を行い、地

域ルールの案を策定することとする。 

地域ルールの策定にあたっては、地区の詳細な検討が必要であることから、以下の調査、分析

を行うこととする。 

（１）地区の交通特性（自動車分担率、公共交通機関の利用率等） 

（２）土地・建物利用の現状と将来予測 

（３）駐車施設供給量の現状（設置場所、規模、台数、利用率等）及び将来予測 

（４）駐車施設需要量の現状と将来予測 

（５）路上駐車の現状及び将来予測 

（６）地域ルールを適用しない場合の条例による附置義務台数との比較 

（７）地域ルール参加者の調査（敷地規模、位置等） 

（８）その他地域ルール策定のために必要な事項 

 

４ 地域ルールの策定及び公告 

地域ルール策定主体は、協議会の案を尊重して、次に掲げる事項を定めた地域ルールを策定し、

公告することとする。 

（１）適用地区の区域 

（２）地区の駐車対策の基本方針 

（３）対象駐車施設 

（４）駐車施設の附置基準 

（５）駐車施設の隔地・集約（駐車施設の確保）の考え方 



（６）建築主等が取り組む地域貢献策 

（７）駐車施設の規模・構造・出入口等 

（８）駐車施設の効率的な活用方法（駐車施設への自動車誘導策等） 

（９）地域ルールの運用体制及び運用方法 

（10）地域ルールの実効性を確保するための方策 

（11）その他必要な事項 

 

第４ 地域ルールの提案 

次に掲げる者は、特別区又は市に対し、地域の駐車場利用実態を調査し、地域ルールの策定に

ついて提案することができる。 

（１）提案エリア内の地権者等※ 

（２）提案エリアのまちづくりに関与する団体（特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号）

第２条第２項の特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人その他営利を目

的としない法人及び独立行政法人都市再生機構） 

※土地の所有権又は建物所有を目的とする対抗要件を備えた地上権若しくは賃借権を有する者 

 

上記の者から提案が行われた場合、提案エリアの属する特別区又は市は、遅滞なく、提案を踏

まえた地域ルールを策定する必要があるかを判断する。必要があると認めるときは、第３に基づ

き、地域ルールの策定検討を行う。 

 

第５ 地域ルールの検証 

駐車施設の需要は交通特性等により変化する。このため、駐車施設の適切な設置を確保するに

は、地域ルールの定期的な検証、見直しが必要である。 

協議会は当該地区に地域ルールが適用された日から、原則として１年以内ごとに、地域ルール

の成果を検証することとする。検証の結果、地域ルールによる実効性が認められない場合は、協

議会は地域ルールの見直しを行い、地域ルール策定主体に対して地域ルールの見直し案を報告す

ることとする。 

地域ルール策定主体は、報告を受けた見直し案を尊重し、速やかに地域ルールを改正又は廃止

することとする。 

 

第６ 地域ルール策定のための手引 

 地域ルールを策定するための詳細な手順、必要な調査及び検討すべき内容等は、別途定める手

引に規定する。 

 

第７ その他 

 条例第 17 条の６の規定による法令に基づいて駐車施設が附置される場合及び条例第 17 条の８

の規定による条例を特別区又は市が定めた場合についても、特別区又は市は本指針の第３から第

６までの規定に基づき、地域ルールを策定することを基本とする。 


